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かつようになったとも指摘される。Kim Lane Scheppele, North American Emergen-
cies: The Use of Emergency Powers in Canada and the United States, 4 INT?L J.
CONST. L. 213（2006）.
3）　David Dyzenhaus, States of Emergency, in THE OXFORD HANDBOOK OF COMPARATIVE LAW 
442, 460（Michel Rosenfeld and Andras Sajo, eds., 2012）.
4）　Karin Loevy, Who Decides on the Emergency? Comparing Institutional Response 
Capacities in the U.S. Executive and the U.K. Parliament Post-9/11, 25 TRANS. L & 
CONTEM. PROBS 7, 11-12（2015）.




く、5）2019 年 2 月 15 日、国家緊急事態法（National Emergency Act（NEA））
にのっとって、6）南部国境に緊急事態を宣言（2・15 宣言）し、メキシコから来
る不法移民対策として緊急事態に関する諸制定法を動員させる手段に打って出







der No. 13, 767, 82 Fed. Reg. 8793（Jan. 25, 2017）.
6）　National Emergencies Act, Pub. L. 94–412, title I, §101, §201, §202, §301, §
401, §502, 1976, 90 Stat. 1255. 50 U.S.C. §1601, §1621, §1622, §1631, §1641, §
1605.
7）　Complaint for Declaratory and Injunctive Relief, Cal, Colo., Conn., Del. Hawaii, Illi., 
Maine, Maryland, Mich., Minn., Nev., N.J., N. Mex., N.Y., Ore., & Va., v. Trump, U.S., 
https://authoring.ct.gov/-/media/AB4BC84100E14912814D22FEB3589D8C.ashx　テキ
サス州南部の、壁のために自らの土地が収用される予定の者たちも、2・１５宣言の
差し止めを求め、2 月 15 日に DC 地裁に提訴している（訴訟 B）。Nayda Alvarez et 
als. v. Trump, No. 19-cv-404（D.D.C. Feb.15, 2019）. その他にも、2・15 宣言直後に訴
訟提起もしくはその準備が少なからずなされている。Amy B. Wang, White House 
defends Trump’s Emergency Declaration as Lawsuits and Political Battles Mount, 
WASH. POST, Feb. 17, 2019. https://www.washingtonpost.com/politics/2019/02/17/un-
charted-terr itory-pol it ical- legal-hits-continue-after-trumps-emergency-
declaration/?utm_term=.cd6894b5dd66
8）　いち早くこの問題を憲法学的に検討したものとして、MARK TUSHNET AND SAIKRISHNA 
PRAKASH, CAN THE PRESIDENT DECLARE A NATIONAL EMERGENCY TO BUILD THE WALL?  NATIONAL 




















紀要（社会科学）43 号 251-277 頁、平成 17 年、参照。
10）　イスラエルは建国（1948 年）から今も緊急事態であって、暫定的ではない。
GIDEON SAPIR, THE ISRAELI CONSTITUTION: FROM EVOLUTION TO REVOLUTION 153（2018）. See 









のいかなる目的を持ちえない、の 3 点があるとする。ロシター、28-31 頁。共通項は、
立憲民主主義「国家が自らを防衛するため、例外的な権力を所有し行使する役割を















手法が必然で不可欠なのは疑問だとするものとして、David Rudenstine, Roman 
Roots for an Imperial Presidency: Revisiting Clinton Rossiter’s 1948 Constitution-




Levinson and Jack M. Balkin, Constitutional Dictatorship: Its Dangers and Its De-
sign, 94 MINN. L. REV. 1789（2010）. この論稿も含めて、アメリカの緊急権をカール・
シュミットの枠組みで分析する議論が 9・11 以降目立つようになってきたように思
われる。DAVID DYZANHAUS, THE CONSTITUTION OF LAW: LEGALITY IN A TIME OF EMERGENCY 40
（2006）. 9・11 以降、安全保障の領域では、議会や司法は行政国家の伝統も手伝って
執行権に敬譲する形となっており、行政法は緊急事態ではもちろん、平時において
もシュミット的だと指摘される。Adrian Vermeule, Our Schmittan Administrative 
Law, 122 HARV. L. REV. 1095（2009）. 他方、アメリカは国家の存立を脅かすような危
機はなく、緊急事態にも立法で対応してきたのであって、シュミット的な緊急権の
考えはワイマール憲法限定のものでアメリカにはなじまないともされる。Kim Lane 
Scheppele, Law in a Time of Emergency: States of Exception and the Temptation 






















立していた。2018 年 12 月 22 日でも、政府閉鎖解消の同意はなされていなか
った。14）
13）　Ackerman, supra note 10. 法の目的は再確保（reassurance）なのであって、「悪
い法構造は暫時の再確保の必要性を、自由の恒久的制約にむけてしまう（channel）
ことになろう。良い法構造は、基本的自由を恒久的に損なうことなく、暫時の緊急
事態にむけることになる」。Id. at 1045. See also, Kim Lane Scheppele, Small Emer-
gencies, 40 GA. L. REV. 835（2006）.
14）　2019 年になって民主党幹部と WH で会談したとき、壁建設のために緊急権の発
動をちらつかせた。Glenn Thrush and Thomas Gibbons-Neff, Trump Raises Possibil-
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　2019 年 1 月 25 日にトランプが教書演説で議会との間で妥協を示して、この
政府閉鎖は 6 週間ほどで史上最長を記録して、終息に至る。トランプは 2019
年度議会歳出法（Congressional Appropriation Act of 2019）に署名したのであ
る。しかし、これは、壁建設にトランプが 57 億ドルを要求していたのに対し、
約 14 億ドルしか認めていなかった。しかも、この 14 億ドルはトランプの求
める壁建設のための費用ではなく、国境防御などの一般的費用であった。そこ
で 2 月 15 日に、以下のような大統領令（Executive Order（EO））で緊急事態
宣言を出して、15）他のプログラムの予算を壁建設に回すようにさせるウルトラ
C をやったのである。加えて、財務省罰金基金（Forfeiture Fund）から 6 億













させるのができなくなっている。2018 年 4 月 4 日の私のメモとこれをうけての国
土安全保障長官の要請の指令で、国防省は南部国境の国土安全保障省に対する援
ity of Declaring National Emergency at Border, N.Y. TIMES, Jan. 4, 2014. https://
www.nytimes.com/2019/01/04/us/politics/trump-national-emergency-border-wall.html















　　　第 1 条　 国防長官、または関係する各軍事省長官は、適用される法に従って適切
に、南部国境で国土安全保障省長官の活動を支援するのに適切であると、
関係の長官が裁量的に判断する限り、予備役を招集する命令を下す。









　　　 かくして（In witness thereof）、私はこの点について、アメリカ独立から 243 年目
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の 2019 年の 2 月 15 日、取り掛かったのである。










16）　Testimony of Stuart Gerson , H.R. Comm. on the Judiciary Subcom. on the Consti-
tution, Civil Rights, and Civil Liberties, Hearing on The National Emergencies Act of 
1976 February 28, 2019　https://docs.house.gov/meetings/JU/JU10/20190228/108974/




可能性が残る」。Campbell v. Clinton, 203 F.3d 19, 23（D.C. Cir. 2000）. このケースにつ
いて、富井幸雄「コソボ紛争におけるクリントン大統領と議会 : キャンベル事件を






則忠見訳『ザ・フェデラリスト』（福村出版、1991 年）、285 頁（第 58 篇、マディ
ソンまたはハミルトン）。
18）　Fact Sheets: The Fund Available to Address the National Emergency at our Border, 
Feb. 26, 2019, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/funds-available- 
address-national-emergency-border/
大統領の緊急権70
の権限から、予備役を動員できるとする合衆国法典 10 章 12303 条と、国防長






億 100 万ドルが国境警察に流用されている。NEA 制定（1976 年）後約 60 も
の緊急事態宣言が出されており（後述）、トランプ政権でも 31 が依然実効さ
れており、この宣言で 32 となる。オバマも南部国境の外国人犯罪組織の脅威
に、また豚インフレに、緊急事態を宣言しており、2001 年から 2013 年まで国
防省は今般の 2・15 宣言と同じような形で、18 の緊急事態での軍施設建設を
行っている。
　NEA で援用される主眼となる制定法は 2808 条（1982 年制定）の軍建設統

























































ている（1 条 9 節 2 項）。これは緊急事態に言及した唯一の規定ともされる。24）
の要素と強調したのに対し、ロックは通常の憲法上の権限の外にある大権（preroga-
tive）と位置づけたので、その正当性は常に問題とされることになる。HAROLD H. 
BRUFF, UNTRODDEN GROUND 14（2015）. ロックのこの理解はギリシャではなくローマの
立憲思想、特にキケロの解釈に淵源を持つとされる。BENJAMIN STRAUMANN, CRISIS AND 
CONSTITUTIONALISM 254（2016）. なお、ロック、前掲（19）書、487 頁、訳注（9）、参照。
22）　大統領がイングランド国王やニューヨーク州知事とは異なることは明言されてい
る。ザ・フェデラリスト、前掲（17）書、334-339 頁（第 69 篇、ハミルトン）。
23）　現代憲法にあって執行権に最も広範に緊急権を付与したものとされる。Jenny S. 
Martinez, Inherent Executive Power: A Comparative Perspective, 115 YALE L.J. 
2480, 2496（2005-6）. これについて、富井幸雄「フランス憲法院と緊急権―憲法保障
論の観点から」新防衛論集 13 巻 3 号 55 頁、1988 年、参照。なお外国憲法の条文の
邦語訳は、高橋和之編『新版　世界憲法集（第 2 版）』（岩波文庫、2014 年）に依拠し
ている。
24）　See, e.g., Dyzenhaus, supra note 3 at 442; BRUFF, supra note 21 at 18. 制憲者は、
執行権が暴走するのを警戒して緊急権を憲法に明言せず、議会との共有にさせたと
する。Id.
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なお、大統領には、非常の場合（非常を定義した規定はない）、両院またはど














Cherokee との戦争（1812 ／ 1839）や、93 年の伝染病事案でも同様に、そう
した緊急事態に議会の立法を待つ手法をとった。
　制憲者がロックなどを全く知らなかったわけではない。28）強靭な執行権を立
25）　SAIKRISHNA BANGALORE PRAKASH, IMPERIAL FROM THE BEGINNING 208-210（2015）.「ワシン
トンは何もしないと決心した。…主要な解決は立法を経由することであった」。Id. 
at 213．See also, Harold C. Relyea, National Emergency Powers, CRS Report for Cong. 



























解はロックのそれである。Jules Lobel, Emergency Power and the Decline of Liber-
alism, 98 YALE L.J. 1385, 1392（1989）. ロックは、アメリカの政治思想そして特に制憲
者の世代の中心にある。Levinson and Balkin, supra note 12 at 1801.




30）　同上書、199-200 頁（第 41 篇、マディソン）。
31）　PRAKASH, supra note 25 at 214. これにはロックの影響が見られる。DAVID N. MAYER, 




賢明ではないと述べている。McCulloch v. Maryland, 17 U.S. 415, 427（1819）.
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グスタウン事件（後述）で J







項（2 条 1 節 1 項「執行権は大統領に属する」）や最高司令官条項（2 条 2 節 1









32）　PRAKASH, supra note 25 at 215. Youngstown Sheet & Tube Co. v. Sawyer, 343 U.S. 





はない」とする。Id. at 651-652. なおジャクソン判事は、憲法は非常時での人身保護
令状停止は中断されるのを黙示しているけれども、誰がそれを決定するかは述べて
おらず、リンカンがそれは執行権の職務と断言し固執したとする。343 U.S., at 637 
n.3.
33）　このパラグラフは以下に基づく。Relyea, supra note 25 at 2-3. なお、富井幸雄
「アメリカ合衆国大統領と憲法」法学会雑誌 50 巻 2 号 127-168 頁、平成 22 年、参照。
34）　憲法前文の共同防衛目的、これに加えて議会の権限である宣戦や軍編成権（1 条 8
節）、州の共和政体を侵略から防御する連邦権（4 条 4 節）も、根拠となりうる。ロシ
ター、320-21 頁。大統領の緊急権は基本的に 2 条の執行権付与条項（Vesting Clause）
を根拠にしてきた。同上、327 頁。なお、法誠実執行配慮条項について、富井幸雄
「法律を執行しない大統領の権限―法誠実執行配慮条項との関係」法学新報 124 巻









に認められた（herein granted）」権限（1 条 1 節）としているのに対し、執行





35）　もっとも、タフトはのちに最高裁長官となったとき、判決（Myers v. United States
（1926））では stewardship を受容している。Glenn E. Fuller, The National Emergency 
Dilemma: Balancing the Executive’s Crisis Powers with the Need for Accountabili-
ty, 52 S. CAL. L. REV. 1453, 1484, 1484 n.172（1979）.
36）　ハミルトンの考え方で、執行権は大統領にあり、憲法に規定された例外と資格付
けのみに服するとの解釈を帰結させる。STEVEN CALABRESI AND CHRISTOPHER S. YOO, THE 
UNITARY EXECUTIVE 55（2008）. カラブレッシの構造的解釈は興味深い。かかる文言がな
い憲法 2 条と 3 条はそれぞれ執行権と司法権をざっくりと付与した規定であるとし
たうえで、3 条は 2 節の規定で 9 つの権限を列挙しているのと対比させて、大統領
＝執行権にはそれがないとして、同じ付与（vesting）条項でも異なるとする。Ste-
ven G. Calabresi, The Vesting Clause as Power Grants, 88 NW. U. L. REV. 1377（1994）. 
したがって、大統領に固有の権限はなく、憲法や立法なくしては権限は認められな
いけれども、2 条 1 節以下に規定された大統領の権限から類推される残余的（residu-
al）権限が認められ、外交や国防に言及があることから、緊急事態への対応や合衆
国の人民や財産施設を防御するための包括権限（general authority）が認められると
する。Id. at 1393-97, 1393 n.60.
37）　Lobel, supra note 28 at 1404. Lobel は、もともとジェファソンなどのロック的な
解釈は絶対主義的で、大統領に緊急事態での違憲な行為も認められる超憲法的な権
能と解釈するのが 18 から 19 世紀の解釈であったが、20 世紀の行政国家の経験で憲
法に読み込めるとする柔軟な（flexible）解釈になっていったとする。Id. at 1396-1406.






















38）　EDWARD S. CORWIN, THE PRESIDENT: OFFICE AND POWERS, 1787-1984, at 3（5th rev. ed. 
1984）.「憲法 2 条は憲法の中で最も緩やかに描かれた章である」。Id.



























41）　LOUIS FISHER, THE LAW OF THE EXECUTIVE BRANCH: PRESIDENTIAL POWER 58（2014）. 固有と
いうとき、正確には黙示を語っているとする。Id. at 68.  同様に、執行権の緊急権の
根拠、つまり立憲主義での正当化として、大権、必要性、緊急性、自己保存が語ら
















42）　David Dyzenhaus, Schmitt v. Dicey: Are States of Emergency inside or outside 





supra note 12.  シュペルはいう。「アメリカの緊急権はその故郷（home）を平常の統
治のプロセスの中に、そして権力分立と法の支配と立憲的統制の中に、見出したの





れるのを重視する。Jack M. Balkin, Framework Originalism and the Living Con-















う。48）A は南北戦争時確立したもので、こと戦時において必要性の限りで good 






















48）　Fuller, supra note 35 at 1589-1498. 裁判所は危機において執行権をコントロール






oodrow Willson から FDR にかけては、緊急権の手続には発展がみられた。50）
大統領がまず国家緊急事態を宣言し、これによって緊急事態措置権を大統領に
委任する待機法（standby statute）を発動させるのである。FDR にあっては、













49）　Korematsu v. United States, 323 U.S. 214（1944）. 太平洋戦争時、日系アメリカ人
を強制収容した FDR の EO を合憲と判断した。スパイ工作の可能性を排除するとい
う軍事的必要性を主張する執行権に敬譲（deference）して、人権保障を後退させた意
味で、コモンロー型の司法の限界を見せているように思える。
50）　Relyea, supra note 25 at 7.
51）　Id. at 18.
52）　Lobel, supra note 28 at 1408.
53）　比較憲法的分析では、執行権に緊急権が固有に包含されるとの解釈は認められな
いとする。Martinez, supra note 23 at 2495, 2503.





















を制限できない＝広範な固有権、の 4 つのアプローチがあるとしている。Id. at 339-
343.




所見は 1947 年までのことであるが、現在も妥当しよう。Hughes 最高裁判事は、そ
もそもアメリカの憲法は重大な緊急事態の中で制定されたのであり、政府への授権
は緊急事態に合わせて決定されたのだから、その枠組みが緊急事態によって変更さ
れることはないという。ロシター、318 頁。Home Building and Loan Association v. 
Blaisdell, 290 U.S. 398, 425（1934）. Fuller, supra note 35 at 1503. 
56）　ロシター、313 頁、315-317 頁。
57）　343 U. S., at 585-588（Black, J., delivering）.  「建国者は、善い時も悪い時もともに、
議会のみに立法権を託した」。Id. at 589.




















58）　Id. at 635-638. 本件はカテゴリー３であるとする。Id. at 640. なお、富井幸雄「軍




は曖昧であるのが正しいと考えている。Vermeule, supra note 12 at 1141-42.
60）　Mark Aronson, The Great Depression, This Depression, and Administrative 
Law, 37 FED. L. REV. 165, 165（2009）. See also, Jonathan Turley, H. R　Comm. on the 
Judiciary Subcom. on The Constitution, Civil Rights and Civil Liberties Hearing: The 



















うになり、74 年 7 月、国家緊急事態および緊急権委任特別委員会が大統領の
宣言と議会の規制を立法化するよう勧告、これをうけて Church 上院議員が 8
月 22 日にその法案（S.3957）を提出し、議会委員会の審議を経て 76 年 9 月
14 日、フォード大統領の署名で NEA が成立する。61）背景に、議会が大統領権
限をコントロールしようとする姿勢が見て取れ、1973 年制定の戦争権限法と
セットでこうした趣向が理解される。62）戦時を含む緊急時で大統領に忍従して
61）　NEA の立法経緯について、Relyea, supra note 25 at 9-12.
62）　「NEA の主要目的は、大統領が緊急事態を宣言し緊急状態を永続させる無制限の
権限を防ぐことである」。Gerson, supra note 16 at 4. Note, Presidential Emergency 
Powers Related to International Economic Transactions: Congressional Recogni-







　NEA は 5 か条からなり、以下の 6 点を明確にする。第 1 に、NEA 制定時に
実効している緊急事態宣言は、同法成立以前になされた行為に基づく訴訟など
を除き、78 年 9 月 14 日に失効する（§1601）。第 2 に手続の明確化で、緊急
権は、大統領が緊急事態の認定を行いその宣言のみで認められ、それは議会に
通知されるとともに官報（Federal Register）に公刊される（§1621）。第 3 に、
緊急事態は、議会の両院合同決議（joint resolution）か、64）大統領自身の終了の
宣言かの、2 つの手段によって終了される。議会は宣言から 6 か月以内に、ま




tion of Customary Authority, 11 VAND. J.TRANS. L. 516, 516（1978）. なお戦争権限法に
ついて、富井幸雄『海外派兵と議会』（成文堂、2013 年）第 4 章、参照。




最高裁判決（INS v. Chadha, 462 U.S. 919（1983））でこれが違憲と判断されたので、




は な ら な く な っ た。Richard H. Pildes, The Supreme Court’s Contribution over 




合同決議（大統領の拒否権に服するので、これを凌駕できる 3 分の 2 の多数











けており、2019 年 2 月 1 日時点で実効されているものは以下のようである。65）
65）　Emily E. Roberts, Declarations under the National Emergencies Act, Part I: Decla-
rations Currently in Effect, Feb. 1, 2019, CRS7-5700, LSB10252. 以下の表はこれに基
づく。なお NEA 以降宣言されたけれども現在は廃止もしくは失効している宣言のリ
スト（21件）について、Emily E. Roberts, Declarations under the National Emergencies 
Act, Part II: Declarations No Longer in Effect, Feb. 1, 2019, CRS7-5700, LSB10253. See 
also, National Emergency Powers, updated Feb. 27, 2019, CRS98-505, at 12-16.



























1995 年 10 月21日
重要麻薬密輸者取引禁止及び資産凍結 IEEPA
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　※ 国 際 緊 急 経 済 権 限 法（International Emergency Economic Powers Act （50　U.S.C.§§
1701-1708）（以下 IEEPA は概ねこの条項）
　※※ George W. Bush, 第 43 代大統領（2001-2009）
（２）大統領に緊急権限を付与する制定法による緊急事態
　このうち、トランプが発布した最後の 2 つは 2019 年 11 月 27 日まで有効と
している。一見して明らかなように、実効されている緊急権は、外交としての














66）　David M. Meezan, Note, Forgotten Rights: Taking Claims and the International 
Emergency Economic Powers Act, 21 VT. L. REV. 592（1996）.
67）　Elizabeth Goitein, H. R. Comm. on the Judiciary Sub comm. on the Constitution, 
Hearing: The National Emergencies Act of 1976, Feb.28, 2019. 　https://docs.house.
g o v / m e e t i n g s / J U / J U 1 0 / 2 0 1 9 0 2 2 8 / 1 0 8 9 7 4 / H H R G - 1 1 6 - J U 1 0 - W s t a t e - 
GoiteinE-20190228.pdf at 7.  IEEPA のルーティン化は国家緊急事態を安っぽくさせ
た（cheapen the currency）とする。Id.















い一方で、IEEPA など頻繁に使われるものがあり、6 は 10 回以上適用されて
いる。緊急事態は短期の原則を示唆するけれども、NEA 制定後宣言された 58
の緊急事態のうち 31 が今なお実行されており、平均の持続期間が 9.6 年で、







FORD ENGLISH DICTIONARY 176（2nd ed. 1989）．
70）　BRENNAN CENTER FOR JUSTICE AT N.Y.U. SCH. L., A GUIDE TO EMERGENCY POWERS AND THEIR 
USE（2019）. そうした制定法すべてがリストアップされている。





















に出ている。71）下院で可決後、上院も 59 対 41 でこれを支持、トランプが拒否
71）　26 日に 245 対 182 の、ほぼ民主党対共和党（共和党の 13 人が賛成に回った）で、
2・15 宣言を取り消す議決を採択し（H.J.Res.46 - Relating to a national emergency 
declared by the President on February 15, 2019）、上院に（ほぼ 18 日以内に審議しな
ければならない）送られた。緊急事態といえるような事態は全く生じていないとい
大統領の緊急権92
権を行使するお膳立てが整ったが、そうなったときこれを議会が 3 分の 2 で









件壁建設に 2808 条が適用できるかである。以下この 2 点を検討する。75）2・15
うことが議決の骨子である。Erica Werner, House prepares to Vote on Overturning 




かが注目される。Kate Rabinowitz, What Republican Senators Are Saying about 
Trump’s national Emergency Declaration, WASH. POST, Feb. 26, 2019. https://www.
washingtonpost.com/　2・15 宣言に 11 人が賛成、6 人が反対、関心なしが 16 人、
態度保留が 20 人と色分けしている。もっとも、下院で必要な 3 分の 2 に達してはい
ないので、トランプの拒否権をくつがえすことはできなかった。
72）　Philip Bump, That Senate vote on Trump’s emergency declaration was uglier 





73）　Jennifer K. Elsea, Edward C. Liu and Jay B. Sykes, Can the Department of Defense 
Build the Border Wall? CRS 7-5700 LSB10242, Jan. 10, 2019.






















ert Chesney, Judicial Deference and the Inevitable Border Emergency Litigation, 
LAWFARE, Feb.16, 2019. https://www.lawfareblog.com/judicial-deference-and-inevitable-
border-emergency-litigation
76）　Goitein, supra note 67 at 13. 制定法が採択されなかったあとで緊急事態を出した、





















79）　Gerson, supra note 16 at 4-5. 国防予算を壁建設に振り替えることは、国防や外交
の利害を減じさせることになると批判する。Id. at 6.
80）　このとき NEA が適用され、ブッシュ 43 は以下のような緊急事態宣言（EO）を
出した。PROC. NO. 7463. DECLARATION OF NATIONAL EMERGENCY BY REASON OF CERTAIN TER-




って大統領たる私に付与された権限に基づいて、2001 年 9 月 11 日以降、国家緊急
事態が存在することを宣言し、また国家緊急事態法（…）に基づいて、合衆国法典






の 2001 年の 9 月 14 日、取り掛かったのである」。















81）　Fuller, supra note 35 at 1468. NEA は、同法における国家緊急事態とは、「大統領
によってなされた一般的な緊急事態の宣言」と定めるのみである。50 U.S.C. §1601
（b）.
82）　290 U.S., at 439-440（Hughes, C.J., delivering）.
83）　Peter H. Schuck, The Real Problem with Trump’s National Emergency Plan, 





も あ る。Annika Lichtenbaum, ‘Form and Legality’: The Office of Legal Counsel’s 




The National Emergency and the President’s Lawyers, LAWFARE, Feb. 16, 2019. 






















プロセスでは効率的といえる。Loevy, supra note 4 at 24-44, 58-59.





Posse　Comitatus 法の意義」法学新報 111 巻 5･6 号 163-199 頁、11･12 号 53-93 頁、
平成 16 年、参照。

























90）　Jack Goldsmith, What is and isn’t a Big Deal in Trump’s Executive Actions Re-











　WH は費用ねん出を以下のように計画する。91）必要な約 81 億ドルは、①議会
の予算 13 億 7500 万ドル②制定法の権限に基づく 31 億ドル③緊急事態で利用
できる軍建設費 36 億ドル、からなる。この順番で支出していくが、③のみが
今般で拠出可能となった部分である。②は制定法の授権に基づくもので、6 億
100 万ドルは財務省の罰金基金から、2 億 4200 万ドルは直ちに、3 億 5900 万
ドルは将来の予測される罰金から、捻出される。25 億ドルは、2019 年度麻薬
阻止反麻薬予算から転用して利用できる。この建設は、連邦政府がすでに所有
している土地を使ってなされる。さらに、3 億 6000 万ドル以下で軍建設計画
を進めるよう国防省は授権される。国防省はこれを優先し、軍家族の住居も予
算はそのままである。政府は議会に新たな建設の予算を既存の計画遂行のため
に要求する。この計画は、①多様な区域に新たに 18 から 30 フィートの鉄鋼








91）　Fact Sheets, supra note 18.




6 億 100 万ドルの拠出を求めている。これは、同基金から財務長官はいかなる
連邦の警察活動に関連する債務あるいは支出にも充てることができるとの法
（31 U.S.C. §9705）に根拠を有する。






れども、正当な補償を支払わなければならない（憲法修正第 5 条）。訴訟 B は
私有地が違憲違法な壁建設で収奪されるとの観点から土地所有者が訴えており、
原告適格は認められるといえる。連邦政府は、すでに接収宣言法（Declaration 






92）　Gerson, supra note 16 at 5.
93）　Gerald S. Dickinson, Cooperative Federalism and Federal Takings after the 
Trump Administration’s Border Wall Executive Order, 70 RUTGERS L. REV. 647, 649, 
668（2018）. なお連邦の公用収用の憲法的根拠や歴史について、see, William Baude, 


























する②緊急事態は議会が承認しなければ 30 日間までとする③ 5 年以上存続させない
④事態に無関係な権限まで授権しない⑤議会を迂回する手続を明白に排除する⑥議
会が授権した緊急権限を大統領がいかに行使するかの透明性を高めるを、これだけ
ではないとしながらも、提案するものがある。Goitein, supra note 67 at 16-17. Goit-
ein は、2・15 宣言は NEA 改良の議会に対する目覚まし（wakeup call）だとする。
Id. at 15.
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補遺　トランプは 2019 年 5 月 15 日、IEEPA を適用する国家緊急事態宣言を出して
いる。Executive Order on Securing the Information and Communications Technology 
and Services Supply Chain. https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/executive-
order-securing-information-communications-technology-services-supply-chain/

